後期高齢者医療制度廃止後の新しい高齢者医療制度に向けた考え方について

2011年1月11日

中央執行委員会確認

1　経過 

（1）政府での経過

政府は後期高齢者医療制度の廃止と新たな制度の在り方を検討することを決定し、2009年11月30日厚労省に「高齢者医療制度改革会議」を設置し、県・市町村・保険者・有識者、当事者である高齢者代表を加えて議論を重ね、高齢者や現役世代へのアンケート実施、全国での公聴会開催等を経て、2010年12月20日第14回会合において、「最終とりまとめ」（案）を行いました。しかし、全国知事会は都道府県が国民健康保険（以下「国保」という）運営を担うことについて、国の財政責任が明確でない等、最後まで反対意見を表明しており、文言修正を経て最終確定するが時期は未定の座長預かりとなりましたが、同月21日「最終とりまとめ」を取りまとめました。厚労省は今通常国会に提出、成立を図り、2013年3月施行をめざし、法案作成に取りかかるとしています。

（2）高齢者医療制度改革会議（最終とりまとめ）概要

○高齢者は国保と被用者保険に戻る(国保1,200万人、被用者保険200万人）

○高齢者の保険料負担は現行水準、現役世代が納得できる支援水準とする

○高齢者の保険料の伸びを抑制する仕組みつくる

○国保の広域化、公費の適切な投入、拠出金の全面総報酬割等によって、保険運営の安定化を図る

　○新しい国保は、都道府県と市区町村の共同運営とする

（3）自治労高齢者医療制度関係者検討会

第139回中央委員会方針（2010年1月28日～29日開催）に基づき、「自治労高齢者医療制度関係者検討会」（総合政治政策局・総合労働局・自治労国保労組協議会・自治労全国市町村共済協議会・自治労退職者会）を設置し、2010年6月1日、同年8月4日、2011年1月7日開催しました。

同検討会はこれまでの自治労方針に基づき、次のような議論を重ねました。

○賦課徴収・給付等は基礎自治体を保険者とするのがよいが、財政的理由からすると、都道府県を保険者とするのがよい。

○審査業務については審査支払機関としての専門性を発揮し、専門スキルを持った国保連合会が引き続き担うのがよい。そのあり方については、国保労組において更に討議を深める。

○都道府県を保険者にして市区町村を事務分担者にする仕組みがないので、新しく制度の仕組みを作る必要があるが、現在の「分権」の流れから言って、昔の機関委任事務のような仕組みを考えるのは難しい。

○財政調整および保険料の考え方については、（財政的資料がないため）今回議論するのは難しいので、検討課題として残す。

○被保険者民主主義(ステークホルダー主義)に立つ。

また、退職者会から「国保が皆保険の基礎であり、自治労には皆保険堅持のこと」をもっと主張してほしいとの意見と「連合21世紀社会保障ビジョン委員会」への意見反映と自治労内での議論を進めていくことを確認しました。

２　新制度に対する自治労の基本的考え方

　高齢者医療制度改革会議の「最終とりまとめ」では、国保の広域化(都道府県と市区町村の共同運営)が打ち出されていますので、高齢者医療制度の改革にとどまらず、国保の抜本的改革となります。したがって、自治労の組織である都道府県をはじめ、市区町村における国保の運営・財政・業務等が大きく変わるともに、これまで市町村国保の審査支払事務や保険者支援事業を担っていた国保連合会も「最終とりまとめ」を受け、大きく運営等の見直しが迫られる可能性もあります。また、対応を急がねば、後期高齢者医療制度発足時の混乱を再度招きかねません。
そのため、新しい高齢者医療制度に対する考え方を、自治労の組織内外から求められています。そこで、自治労方針と自治労高齢者医療制度関係者検討会での議論を踏まえ、厚労省の「最終とりまとめ」を検討し、次の通り考え方をまとめました。

(1)
持続可能な高齢者医療制度を構築し、国民皆保険制度を堅持する。

(2)
高齢者のうち被用者保険本人とその扶養者は被用者保険に、その他は国民健康保険に加入する。

(3)
皆保険制度堅持のため、市町村国保を都道府県単位に広域化して、財政の安定化を図る。

(4)
広域化した国保の新保険者の審査支払機関は、後期高齢者医療広域連合の審査支払機関としての実績や国保の保険者支援機能等を検討して選択する。

(5)
国保・被用者保険とも保険財政が悪化しており、高齢者の医療費を現役世代がどのように支援していくか、国費投入と合わせて、広範な国民的議論によって、必要な医療給付を満たす負担について合意形成する。

(6)
都道府県並びに市区町村に対し、高齢者1,200万人の国保への受け入れに向け、態勢(データーの移管、電算システム改修、広報活動等)構築と国による財政的支援を急ぐ。

(7)
全年齢を対象とした国保の広域化の時期を法律に明示する。

3　当面の対応

　今回の厚労省の「最終とりまとめ」（新しい高齢者医療制度）は、市区町村国保を都道府県単位に広域化しようとするものであり、国保の抜本的改革と言えます。

そのため、公共サービスを担う自治労として、国民皆保険制度の堅持とその要である国保の持続可能な制度つくりを目指さなければなりません。「後期高齢者医療制度廃止後の新しい高齢者医療制度に対する自治労の基本的考え方」に基づき、政府・連合その他関係団体に対して「高齢者医療制度」について意見反映に努めます。当面、自治体単組・職場、組織内・協力自治体議会議員・国保労組協の意見交換を設定しながら、新制度設計に向けた情報の共有化と認識の一致を図り、詳細な制度設計の動きに対しては、随時対応していくこととします。
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